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ま え が き 

 

本報告書は、環境省から新日鉄住金エンジニアリング株式会社が平成 26 年度の事業として

受託した「我が国循環産業海外展開事業化促進事業 フィリピン工業団地群及び周辺地域にお

ける地域循環共生型廃棄物発電事業 (地域循環圏形成事業)」の成果をとりまとめたものであ

る。 

 本プロジェクトは、工業団地から発生する産業廃棄物を処理する廃棄物発電施設を団地内

に設置し、その施設に、団地の立地する二つの自治体の都市廃棄物を選別処理した後の残渣

を同時に引受けて発電し、処理後の灰はスラグ化してリサイクルすることを目的としている。

また、発電は、工業団地の配電会社に売電することにより、事業性を確保し、資源循環型社

会に資するとともに同時に廃棄物エネルギーを利用することで化石燃料の削減に貢献するこ

とを目的としている。 

 このような野心的なコンセプトで事業化の検討を進めたものであるが、当初想定していた

以上に、フィリピン国政府は廃棄物発電の推進に積極的であることが明らかになった。特に

大気清浄法の「廃棄物焼却の禁止条項」については改正を行う予定であり、廃棄物発電を推

進する方針が示されている。また、国の再生可能エネルギーの利用促進のための FIT 制度に

おいても廃棄物発電を取り入れることを示唆するようになり、廃棄物発電を推進する上で肯

定的な雰囲気が醸成されている。 

 これらの状況の変化を受けて、本事業化調査を実施した。事業の実施が難しい面もあるが、

中央政府の関与、政策的なサポートが得られるようになれば、実現性がかなり高いことが明

らかになった。 

本報告が上記プロジェクト実現の一助となり、加えて我が国関係者の方々のご参考になる

ことを切に希望するものである。 
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1. 事業の概要 

1.1 調査事業の目的と背景 

経済成長や人口増加に伴って世界規模で廃棄物の発生量が増加し、その質も多様化してい

ることから、適正な廃棄物処理が世界的な課題となっている。この傾向は、経済成長が著し

いアジアをはじめとした途上国で特に顕著であり、廃棄物の急増・多様化に加え、廃棄物処

理体制も未整備・未成熟であることから、廃棄物の不適正な処理に伴う環境汚染が懸念され

ている。 

一方我が国は、これまで廃棄物処理やリサイクルに係る社会的要請に応じるため、廃棄物

処理・リサイクルに関する技術を向上させてきたところである。その結果、我が国の廃棄物

処理・リサイクルに係る循環産業は環境保全及び資源循環において先進的な技術を有してい

る。  

こうした先進的な我が国循環産業を、海外展開することによって、廃棄物問題を抱える

国々に対して世界規模で環境負荷の低減を実現するとともに、我が国経済の活性化につなげ

ることが必要である。 

本業務は、「平成 26 年度我が国循環産業海外展開事業化促進事業（II.実現可能性調査）」

として、フィリピン国ラグナ州及びバタンガス州に所在するラグナテクノパーク等、工業団

地群から排出される産業廃棄物及び、事業系生活ごみならびに、周辺自治体の都市ごみを混

合処理し、廃棄物発電、マテリアルリサイクルによる資源回収及び、処理困難物の安全な処

理を行う事業の実現性について調査するものである。 

現地においては、排出される廃棄物の一部が環境への影響を及ぼしているとともに、当該

地域の最終処分場の負荷が大きく逼迫している。また、排出される廃棄物の有効利用が限定

されている。さらに、電気料金は 8 ペソ/kWh（約 22 円/kWh）で企業の経営を圧迫している。 

このような状況を踏まえ、本業務は、当該工業団地の産業廃棄物及び周辺自治体の一部の都

市ごみならびに処理困難物を適正処理することなどにより環境負荷を軽減するとともに、廃

棄物発電の余剰電力を工業団地内の企業へ還元することで経済的負担を軽減することを目

的とする。 

廃棄物処理の課題には「質」と「量」の確保が挙げられる。フィリピンでも廃棄物処理の

問題を解決するには最終処分のみに頼るのではなく、また、3Ｒの推進のみで十分に処理す

ることは出来ない。このため、中間処理（Waste to Energy：WTE）によって、「質」と「量」

の確保の課題を解決するとともに、エネルギー（電気）の悩みも同時に解消する方策を検討

する時期にきていると考えられる。 

一方、フィリピンでは法律で焼却（有害な排気ガスを発生させるもの）が原則禁止となっ

ている状況であるが、今回導入を検討するシャフト炉式ガス化溶融炉がこれらの問題を同時

に解決できる技術であるとの考えの下、同国における廃棄物処理の課題を解決できる方策を

検討する実現可能性調査を実施する。そのイメージ図を下記に示す。 
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図 1-1 本事業のイメージ図 

 

上記の事業の実現性を確認するためには、以下の前提条件を明らかにする必要がある。 

 工業団地における廃棄物の発生量・処理対象廃棄物の設定 

 他の工業団地から受入れに関する許認可条件 

 周辺自治体の都市廃棄物の受入れ可能量及びごみ質の設定 

 固定単価買取制度(Feed In Tariff：FIT)等の制度の条件、売電条件 

 工業団地での電力(売電)条件の設定 

 廃棄物発電及び廃棄物(焼却灰)処理に関する法制度面の条件 

 用地確保(建設予定地)と関連する諸条件 

 環境影響に関する条件 

 周辺自治体の施設導入に関する地元同意 

 計画処理量の設定 

 妥当な処理料金水準 

これらは以下の調査を通じて明確にする。 

 

1.2 調査事業の内容 

事業の実現可能性を評価するために必要と考えられる現地調査を以下のとおり実施する。 

(1) 海外展開計画案の策定 

フィリピン国ラグナ州及びバタンガス州に所在するラグナテクノパーク等、工業団地群か

ら排出される産業廃棄物及び、事業系生活ごみならびに、周辺自治体の都市ごみを RDF 化

したごみを対象に、シャフト炉式ガス化溶融技術をもって適正処理、廃棄物発電、マテリア

ルリサイクルを行う事業について、導入規模を仮に設定した上で、事業計画案を作成する。
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また事業計画案には、事業規模、事業運営計画、事業展開スキーム、事業実施体制、事業化

スケジュール案等を含める。 

 

(2) 対象地域における現状調査 

1) 対象工業団地の廃棄物処理の状況 

対象工業団地の廃棄物処理状況は、フィリピン経済特区庁(Philippine Economic Zone 

Authority：PEZA)から情報を入手し、工業団地内企業へのアンケート及びヒアリング、

さらには PEZA 認定の廃棄物収集運搬・処理事業者へのヒアリングにて把握する。 

2) 都市廃棄物の発生から埋立処分までの廃棄物フロー 

都市廃棄物の発生から埋立処分までの廃棄物フローを把握し、収集運搬、中間処理、

埋立処分の各工程の施設及びシステムの概要について把握する。各地方自治体の廃棄物

管理機関、さらには廃棄物収集業者、処理業者へのヒアリングを行い、関連するデータ

提供を受けたうえで、情報整理を行う。 

3) 廃棄物管理に係る組織及び法制度 

産業廃棄物及び都市廃棄物に係る組織について把握する。文献調査を行った上で、関

係する機関に対し組織及び法制度について把握していく。 

4) 廃棄物管理に係る費用 

廃棄物管理に係る費用について把握する。1)及び 2)の廃棄物廃棄物フローを踏まえた

上で、各プロセスにおける費用負担者と事業実施者をヒアリング等で明らかにすること

で、費用の流れを把握する。 

5) 既存の廃棄物管理施策（マスタープラン）の把握 

既存の廃棄物管理施策を把握する。把握にあたっては、既存の廃棄物管理マスタープ

ランの有無及び内容を確認するとともに、関連機関へのヒアリングを行う。 

6) 事業実施サイト周辺の環境 

既存の環境レポートの有無を確認するなどの文献調査を行うとともに、サイト周辺を

視察することにより立地状況等について把握を行う。 

7) 売電事業に係る法制度調査 

廃棄物発電事業を行うにあたり、関係機関へのヒアリングを行い、関連する法制度に

ついて把握する。 

 

(3) 廃棄物の組成・性状調査 

現地で発生する廃棄物の具体的な性状等を把握する調査を実施する。調査にあたっては、

現地の規定がある事項はそれに従い、規定のない事項は可能な限り環整 95 等に準ずること

とする。 

 

(4) 現地政府・企業等との連携構築 

現地政府・企業等との連携を構築するための方策として、5 回程度の渡航及び現地調査を

行う。 
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(5) 合同ワークショップ等の開催 

本事業の現地関係者との情報の共有化を図り、現地側の意見を取り入れることにより、本

事業可能性調査の確度を高めるとともに、ここで検討する地域循環共生型廃棄物発電事業の

参画者としての認識を持ってもらうこと、また、3Ｒ推進について、現地に有効な日本国内

の施策事例を紹介・説明を行うことで施策提言とすることを目的として、事業関係者による

「関係者合同ワークショップ」を開催する。 

 

(6) 実現可能性の評価 

上記(1)から(5)の調査結果に基づき、本事業の実現可能性評価を行う。主な評価事項は下記

のとおりとする。なお、プラントの詳細設計は次年度の調査において実施する予定のため、

本年度の経済評価におけるプラント建設費は概算見積に基づき検討する。 

 事業採算性の評価 

 環境負荷削減効果の評価 

 社会的受容性の評価 

 実現可能性の検討 

 

(7) 海外展開計画案の見直し 

事業の実現可能性を高めるための課題等を整理し、実現可能性を改善させることにつなが

る現地の行政施策（分別収集の制度、廃棄物譲渡価格への介入、施設整備への補助金等）や

課題解決策について検討し、提案をまとめる。さらに(1)から(6)及び(7)を踏まえて、(1)の事

業計画案を見直してまとめる。 

1.3 調査体制 

本調査の実施主体を図 1-2 に示すが、本調査の主幹事企業を、国内外で廃棄物焼却発電技

術の納入および運転実績のある新日鉄住金エンジニアリング株式会社とした。また、技術お

よび経済性評価に加えて、法律、環境、社会配慮の各観点から導入可能性を検討するために、

アジア諸国にて都市廃棄物管理の計画策定、技術協力プロジェクトの実施経験を有する株式

会社エックス都市研究所に外注して実施した。廃棄物焼却発電事業の運営経験を有し住民と

の合意形成、資源循環型社会形成に係る各種の提言を行うために北九州市の協力も得た。 
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図 1-2 本調査の実施主体 

 

1.4 調査スケジュール 

調査スケジュールの概要を下表に示す。本調査は 2014 年 6 月から着手し、現地調査は 2015

年 2 月まで計 5 回実施した。 

表 1-1 調査スケジュール 

調査項目 
2014 2015 

6 月 7 月 8 月 9 月. 10 月 11 月 12月 1 月 2 月 3 月 

1. 事業計画の検討           

2. 現地調査            

3. ごみ分析           

4. ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ           

5. 報告書作成           

 

1.5 調査実施内容 

 実際の現地調査訪問先を下表に示す。 

表 1-2  現地調査訪問先 

第 1 回現地調査 2014 年 7 月 20 日～7 月 26 日 

訪問先 

 国家固形廃棄物管理委員会 (National Solid Waste Management 

Commission：NSWMC) 

 環境管理局（Environment Management Bureau：EMB) 

 エネルギー省 (Department of Energy：DOE) 

 科学技術省（Department of Science Technology：DOST） 

 サンタ・ロサ市環境天然資源省事務所 （City Environment and 

Natural Resource Office：CENRO） 

 

新日鉄住金エンジニアリング(株) 

全体取りまとめ 

 

 

北九州市 

行政施策の提案 

 

外注先：(株)エックス都市研究所 

法制度調査、ごみ調査 
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 フィリピン経済特区庁（Philippine Economic Zone Authority：

PEZA） 

 日本大使館 

 JICA フィリピン事務所 

 Pilotage 社 (サンペドロ市、埋立処分場) 

 ラグナテクノパーク事務所 (Laguna Technopark Inc：LTI) 

 エネルギー省 (Department of Energy：DOE) 

 科学技術省（Department of Science Technology：DOST） 

 ローカルコンサルタント 

第 2 回現地調査 2014 年 10 月 19 日～10 月 25 日 

訪問先 

 サンタ・ロサ市環境天然資源省事務所 （City Environment and 

Natural Resource Office：CENRO） 

 ビニャン市環境天然資源省事務所  （City Environment and 

Natural Resource Office：CENRO） 

 Pilotage 社 (サンペドロ市、埋立処分場) 

 マニラ電力公社（Manila Electric Company：MERALCO） 

 ラグナテクノパーク事務所 (Laguna Technopark Inc：LTI) 

 LTI 各企業 

 三菱商事マニラ 

 ローカルコンサルタント 

第 3 回現地調査 2014 年 11 月 16 日～11 月 22 日 

訪問先 

 国家固形廃棄物管理委員会 (National Solid Waste Management 

Commission：NSWMC) 

 サンタ・ロサ市環境天然資源省事務所 （City Environment and 

Natural Resource Office：CENRO） 

 ビニャン市環境天然資源省事務所  （City Environment and 

Natural Resource Office：CENRO） 

 Pilotage 社 (サンペドロ市、埋立処分場) 

 マニラ電力会社（Manila Electric Company：MERALCO） 

 ラグナテクノパーク(Laguna Technopark Inc：LTI) 

 三菱商事マニラ 

 Intertek (ローカル分析会社) 

 ローカルコンサルタント 

第 4 回現地調査 2015 年 1 月 11 日～1 月 17 日 

訪問先 

 国家固形廃棄物管理委員会 (National Solid Waste Management 

Commission：NSWMC) 

 エネルギー省 (Department of Energy：DOE) 
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 ラグナ湖開発公社（Laguna Lake Development Authority：LLDA） 

 ラグナ州環境天然資源省事務所（Provincial Environment and 

Natural Resource Office：PENRO） 

 サンタ・ロサ市環境天然資源省事務所 （City Environment and 

Natural Resource Office：CENRO） 

 ビニャン市環境天然資源省事務所  （City Environment and 

Natural Resource Office：CENRO） 

 Pilotage 社 (サンペドロ市、埋立処分場) 

 マニラ電力会社（Manila Electric Company：MERALCO） 

 フィリピン開発銀行（Development Bank of the Philippines：DBP） 

 ラグナテクノパーク会社(Laguna Technopark Inc：LTI) 

 サンタロサ市バランガイ（Pulong Sta Cruz） 

 ローカルコンサルタント 

第 5 回現地調査 2015 年 2 月 22 日～2 月 28 日 

訪問先 

 ラグナテクノパークホテル(ワークショップ開催) 

 JICA フィリピン事務所 

 ローカルコンサルタント 
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2. 海外展開計画案の策定 

以下に本事業の検討に入る前の当初計画案を示す。 

2.1 事業コンセプト 

事前に調査した結果を踏まえ、次のような事業内容を想定した。 

 ラグナテクノパーク（Laguna Technopark Inc：LTI）で発生する工場ごみ 80 トン/日の

うち、エネルギー価値の高いもの（油泥、プラスチック(助燃材)、有機(塗装)汚泥、

ウエス等）20 トンと、周辺の工場団地で発生する工場ごみで熱量の高いごみ 30 トン

を処理対象とする。 

 工業団地周辺のサンタ・ロサ市及びビニャン市の 2 自治体のごみを MBT 処理した後

の可燃残渣 200 トン/日を燃料として受け入れる。 

 トータルの計画処理量を 250 トン/日とする。 

 廃棄物の低位発熱量は 10,500kJ/kg(2,500kcal)程度を想定（注：実際はさらに高い

発熱量が可能と想定される）。 

 廃棄物発電の方式については、提案のシャフト炉式ガス化溶融炉方式で検討する。

（ボイラの蒸気条件に関して蒸気は 40ata、400℃で現状想定） 

 ラグナ工業団地の大部分に電力を供給している電力販売会社である EPMI(Eco 

zone Power Management Inc)に売電する 。 

 ごみ発電は、 7.1MW(Gross Power Generation)で、その内 5MW(Net Power 

Generation)程度を外部に売電する（シャフト炉式ガス化溶融炉の場合）。 

 EPMI への売電価格については 15 円/kWh 程度を想定している。 

 Tipping fee に関しては、産業廃棄物は 4,000～5,000 円/t を想定している。 

 灰の処理・飛灰の処理：溶融スラグは骨材としてリサイクル。飛灰は、コンクリ

ート固化した後、埋立処分。 

 MBT(Mechanical-Biological waste Treatment)は、2 自治体と個別に長期委託契約

（BOT）を締結（2 自治体のごみを MBT 施設に搬入し、処理する契約）。（注：

当初、2 自治体の廃棄物そのものを直接受け入れる案も検討したが、工業団地の

プラントに都市ごみが搬入されることの困難性、2 自治体の長期契約の関係、都

市ごみ自体の低熱量から、当初提案の MBT で処理を前提とする） 

 MBT としての処理費は 600 ペソ/トンを想定。MBT 処理後、20％ぐらいは有機

物分解残渣、25％程度が水分、CO2で気散、5％はリサイクル物の回収、残り 50％

は可燃残渣(2,800kcal/kg)。可燃残渣を本廃棄物発電施設の燃料として利用する。 

 排出者と 2 自治体からの処理料金収入と売電収入で事業を成立させる。なお、2

自治体の MBT 処理により地域の循環型社会の形成に貢献（2 自治体の廃棄物の

埋立処分ゼロを実現）、また、当施設からの灰をセメント工場や骨材として利用

することで地域の循環型社会に貢献。 
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 施設計画

次のような施設整備を想定した。 

 施設の立地場所に関しては、LTI 内、あるいは LTI の拡張エリアを検討、敷地面積は

約 2ha を想定。 

 廃棄物発電は、シャフト炉式ガス化溶融炉を想定している。 

 排ガス処理装置は、排出ガス基準値（ダイオキシンは 0.1ng/Nm3、HCl は 10mg/Nm3）

を満足するものとする。（最高水準の排ガス処理装置） 

 建設費：60 億円程度 

 MBT 施設について含めるか否かを検討。 

＜シャフト炉式ガス化溶融の特徴＞ 
シャフト炉式ガス化溶融炉の特徴は、 

 高品質な溶融物の全量資源化により、最終処分場の極小化を実現 

 多様な廃棄物に対応可能（事前処理不要） 

 熱回収エネルギーの活用（高効率発電） 

があげられ、廃棄物の焼却を実質行っていないフィリピンにおいては、非常に有効な技術

導入であると考えられる。 

また、下記にその概要図を示す。 

 

 
図 2-1 シャフト炉式ガス化溶融炉 
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 事業スキームイメージ

事業の実施は、以下のように計画した。 

 特別目的会社(Special Purpose Compnay：SPC)：日系企業と現地企業との合弁企業を設

立 

－日系商社 

－現地企業 

事業主体として SPC を設立、地元企業(再生エネルギービジネスに積極的に投資を検

討している地元企業)、現地工業団地管理企業、日系企業(商社等)からの出資を想定し

ている。 

 エンジニアリング、調達、建設(Engineering Procurement Construction：EPC)： 

新日鉄住金エンジニアリングが SPC より受託して実施する。 

 運営管理(Operation and Maintenance：O&M)企業：現地廃棄物処理業者、EPMI (LTI の

100％子会社で LTI の団地企業に電気を販売する会社)、新日鉄住金エンジニアリング

等の出資による合弁の O&M 企業を設立し、SPC より O&M を受託する。 

 売電先：EPMI。2014 年 2 月にエネルギー規制委員会(Energy Regulatory Commission：

ERC)とフィリピン経済開発区庁(Philippines Economic Development Authority：PEZA)

より電力小売供給業者 (Retail Electric Supplier：RES)ライセンスを取得している。 

 資金調達： 

－出資金 3 億円 

－銀行からの長期資金で確保（フィリピン開発銀行(Development Bank of the 

Philippines：DBP)、その他銀行協調融資。－（二国間クレジット制度（Joint 

Creidt Mechanism：JCM）による日本の資金も検討） 

 
 

図 2-2 事業スキーム(案) 
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 事業スケジュール

事業スケジュールを下図に示す。スケジュールとしては、2015 年度に本格実施可能性調

査、（民間技術普及(JICA(国際協力機構))に関する本格 F/S(Feasibililty Study)スキーム等)、2015

年度末に SPC の立上げ、2018 年度に建設開始を想定している。 

 

表 2-1 当初事業スケジュール 
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